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日本の温暖化対策に熱政策は必須

 2050年に温室効果ガス排出ゼロ

日本のエネルギー最終需要の半分は熱利用

熱の強力な再エネ化が必要だが、関係者の間でもまだ認識は
低い

将来は再エネ電気熱等へ移行するとしても、当面は高価格、
技術開発が必要

熱利用には、環境省、経産省、国交省、総務省、農水省など
複数の官庁が関わっている

費用対効果に優れる既存技術普及に重点を置いた、熱ロード
マップの策定等が必要ではないか

（家庭の給湯は日本のエネルギー消費の４％。太陽熱利用の可能性）
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2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
経済産業省 2020.12.25
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空調への地中熱等
再エネ熱利用

給湯への太陽熱等
再エネ熱利用

産業用熱にバイオマス・
廃棄物熱利用
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出所：日本木質バイオマスエネルギー協会「バイオマスエネルギーデータブック2018」



産業用熱にバイオマスを
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出所：経済産業省資料



木質バイオマス産業利用例
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カルビーポテト帯広工場：
流木や建設廃材を、じゃ
がいもを蒸す、乾燥させ
る、揚げる工程に利用

ニプロファーマ（製薬）
大館工場：間伐材チッ
プを、空調、注射器の
滅菌等に利用

出典：日本木質バイオマスエ
ネルギー協会「木質バイオマ
スによる産業用等熱利用導
入ガイドブック」
http://u0u1.net/qw50



農林水産業とバイオマス熱利用
100℃以下なら、コジェネとの組み合わせも
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出典：バイオマス白書２０１６



出典：PROFILE OF HEATING AND COOLING DEMAND IN 2015
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ヨーロッパでは空調（暖房）が
熱需要の半分以上
日本では、産業用が半分以上



脱炭素化に向けた熱利用ロードマップ策定に向けて

省エネ、断熱、排熱、太陽熱、地中熱、地熱、バイオマス熱、
再エネ電気熱等の適切な割り振り

再エネの特徴を生かした促進策を

・日本の熱需要の半分以上は産業用熱

・高温が必要な産業用熱には、廃棄物・バイオマスを活用

・熱利用はより地域に立脚した事業となりうる

・日本に合った地域熱供給の導入 集合住宅への供給等から

・ESCO、熱売り、リース等再エネ熱供給事業を行う
サービス会社の育成

制度的（地球温暖化対策計画、エネルギー基本計画）な位置
づけ

熱利用の政策合意のための枠組み作り

オープンな議論と知恵の活用を
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日本版 熱ロードマップの内容案（仮）

熱需要、熱供給の現状把握

空調：断熱性能の向上、地中熱、ヒートポンプ

給湯：太陽熱、ヒートポンプ等

産業用熱：需要と供給の現状 再エネ熱の可能性

再生可能エネルギー熱のポテンシャル

想定モデルケース（エネルギー収支、事業収支）の作成

再エネ熱マップ（廃熱等も含む）

 コジェネレーションの効果的な活用

太陽光、風力といった変動電源の調整弁としての熱利用

日本に適した地域熱供給の導入形態

既存技術の活用、社会的コストの低い誘導政策

新設時等の再エネ熱導入検討義務化、導入義務化（with支援）

地球温暖化税の強化・税制中立

今後の政策の方向性
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日本版熱ロードマップの内容案２（バイオマス関係）

バイオマスボイラーの規格化、平準化

日本の既存技術の調査とまとめ、その方向性の明確化

日本のバイオマスに適合するボイラー統一規格の策定

国際的にも適用可能な日本の体系化・統一化された規格

それらを議論・策定する委員会などの組織化

欧州規格合格ボイラーの導入の容易化

人材教育（コンサル育成、教育体系整備）

バイオマスボイラー及びシステム導入コストの低減

バイオマスボイラーの法制度・規制の緩和

無圧開放化による規制逃れの実態の改善

バイオマスボイラーメーカーの組織化、育成

バイオマスボイラー協会の設立
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新たなマーケットとしての再エネ熱

熱分野の脱炭素化：技術はすでにあるが、本格的なマー
ケット形成はこれから

産業用バイオマス熱：製造業の脱炭素化に必須

 ESCO事業の一部としての位置づけ、積極的活用

工場設備などへの強化

 FITバイオマス発電から熱利用への移行

FIT終了後、国産バイオマス燃料が余る？
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参考資料 表：バイオマス発電と熱利用の比較

発 電 熱 利 用

経済性 FIT等の支援がないと、
廃棄物以外は厳しい

化石燃料に対し優位
（現状ではボイラーは高価）

希少性・
代替性

太陽光・風力の発電コストが
劇的に低下中

短中期的に中温以上の再エネ熱と
して貴重

温暖化
対策効果

発電効率は概ね30％台以下、
温暖化対策効果は限定的

利用効率90％以上も可能
他の再エネに匹敵する削減効果
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図：日本の
発電種類ごとの温
室効果ガス排出

出所：バイオマス
白書2019
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